
（単位：千円）
区　　　分 元年度7月補正後予算額

5,720,633

　Ⅰ　要求のポイント
安心
１　安全・安心を実感できる暮らしの確立
【基本方針】

（１）犯罪に強い地域社会の確立

（２）人に優しい安全で安心な交通社会の実現

　Ⅱ　事業体系（県政推進指針）

　１　安心　－安心して心豊かに暮らせる大分県－

（５）安全・安心を実感できる暮らしの確立

①犯罪に強い地域社会の確立

②人に優しい安全で安心な交通社会の実現

　２　活力　－いきいきと働き地域が輝く活力あふれる大分県－

（３）地域が輝くツーリズムの推進と観光産業の振興

①国内誘客の推進と海外誘客（インバウンド）の加速

（注）事業名前の「新」は新規事業を示す。

　令和２年度　警察本部当初予算(一般会計）要求に対するご意見をお寄せください。

　　ｅ－ｍａｉｌ：s61100@pref.oita.jp（警察本部会計課）

高齢者交通事故防止総合対策事業 3,243

おもてなしの交通環境整備事業 45,548

新 警察業務効率化推進事業 5,197

交通安全施設整備費 890,763

特殊詐欺水際対策強化事業 17,337

地域防犯力強化育成事業 30,439

　国内外からの観光客及び県内全ての人が安全で快適に行動できる交通環境及び交通の安全
と円滑を確保するための信号機等の交通安全施設を整備するほか、高齢者の交通事故を防止
するため、高齢運転者・歩行者の両面から交通安全指導等の取組を強化します。

国東警察署整備事業 158,878

　各種警察活動の拠点として機能する警察施設の整備を推進するため、老朽化している国東
警察署庁舎を建て替えるほか、複雑・多様化する治安情勢に対応するため、事件管理総合シ
ステム等を導入し、業務の効率化を図ります。

事業費 5,849,997 129,364 2.3% 

　　犯罪に強い地域社会の確立のため、各種警察活動の拠点となる警察施設の整備や業務の効率
　化を推進します。
　　また、人に優しい安全で安心な交通社会実現のため、交通安全施設の整備のほか、高齢者の
　交通事故防止に向けた取組等を推進します。

令和２年度　警察本部当初予算（一般会計）要求の概要

２年度当初要求額 増減額 増減率



（部局名：警察本部） （単位：千円）

158,878

(212,568)

17,337

(16,724)

30,439

(20,490)

5,197

(0)

890,763

(865,175)

3,243

(5,571)

45,548

(78,234)

※ 　　は「令和挑戦枠事業」

6
高齢者交通事故防止総合
対策事業

　高齢者の事故防止を図るため、高齢運転者・歩行者の両面から交通
安全指導等の取組を強化する。
　【新】運転能力診断システムの整備 交通企画課

7
おもてなしの交通環境整
備事業

　国内外から大分県を訪れる観光客及び県内全ての人が安全で快適に
行動できる交通環境を整備するため、摩耗の進んだ横断歩道の改修な
どを集中的に実施する。 交通規制課

4 警察業務効率化推進事業

　凶悪犯罪や複雑・多様化する警察業務に的確に対応するため、事件
管理総合システム等を整備する。 会計課

刑事企画課
交通指導課

5 交通安全施設整備費

　道路交通の安全と円滑化を確保するため、信号機や道路標識等交通
安全施設の整備を行う。

交通規制課

2
特殊詐欺水際対策強化事
業

　特殊詐欺の被害防止を図るため、高齢者宅を中心に電話オペレー
ターによる注意喚起などの取組を引き続き行う。

生活安全企画
課

3 地域防犯力強化育成事業

　警察と学校が連携し、児童・生徒の非行防止等の充実を図るため、
スクールサポーターを配置する。
　また、犯罪の未然防止を図るため、「まもめーる」等により地域の
安全情報を県民に発信する。
　【特】まもめーるアプリの改修　など

生活安全企画
課
人身安全・少
年課

1 国東警察署整備事業

　災害時においても地域の治安を維持するため、築後５０年が経過
し、老朽化している国東警察署の移転建替えを行う。２年度は本体工
事に着手する。
　・庁舎建設期間　２～３年度

会計課

令和２年度　当初予算（一般会計）要求の主な事業概要

事　業　名

令和２年度
当初要求額

事　業　概　要 所管課
元年度7月補正後

予算額

特

特



（部局名：警察本部） （単位：千円）

59,202

・
・
令和元年度の単年度事業として実施
所期の目的を達成したため廃止

5,000
生活安全企画
課

2

1

警備第二課
ラグビーワールドカップ
対策事業

子供見守り街頭防犯カメ
ラ設置支援事業

・
・
平成２９～令和元年度の３か年事業として実施
所期の目的を達成したため廃止

令和２年度　当初予算（一般会計）要求における廃止事業

所管課 事　業　名 廃　止　理　由
元年度

7月補正後
予算額


